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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第77期中 第78期中 第79期中 第77期 第78期

会計期間

自 2021年
１月１日

至 2021年
６月30日

自 2022年
１月１日

至 2022年
６月30日

自 2023年
１月１日

至 2023年
６月30日

自 2021年
１月１日

至 2021年
12月31日

自 2022年
１月１日

至 2022年
12月31日

売上高 (千円) 3,495,984 3,380,838 3,867,590 7,169,808 7,342,093

経常利益 (千円) 338,496 187,588 196,984 730,529 384,291

中間(当期)純利益 (千円) 231,759 116,503 121,285 459,419 243,871

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,224,519 1,224,519 1,224,519 1,224,519 1,224,519

発行済株式総数 (株) 24,490,387 24,490,387 24,490,387 24,490,387 24,490,387

純資産額 (千円) 7,820,026 8,016,603 7,236,240 8,061,002 8,152,673

総資産額 (千円) 9,563,594 10,067,565 9,415,408 10,418,107 10,647,368

１株当たり純資産額 (円) 319.31 327.33 354.88 329.14 332.89

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 9.46 4.75 4.97 18.75 9.95

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 6.00 6.00

自己資本比率 (％) 81.8 79.6 76.9 77.4 76.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 945,792 600,950 625,824 1,194,026 565,260

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △627,007 △339,579 750,568 △851,533 △487,615

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △169,031 △146,821 △1,048,780 △169,031 △146,821

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 681,022 819,278 963,167 704,729 635,554

従業員数 (人) 150 147 143 150 138

(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。

４ 持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

５ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第78期中間会計期間の期首か

ら適用しておりますが、第78期中及び第78期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適

用した後の指標となっております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

2023年６月30日現在

従業員数(人) 143

(注) 1 従業員数は、就業人員であります。

2 従業員数には、嘱託社員４名を含んでおります。

3 当社は、化学品事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

(2) 労働組合の状況

当社の労働組合は北海道曹達労働組合を結成しており、2023年６月30日現在の組合員数は116人であり、日本化学

エネルギー産業労働組合連合会(JEC連合)に所属しております。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間会計期間において、当社の経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な

指標等について、既に提出した有価証券報告書に記載された内容に比して重要な変更はありません。

　また、新たに定めた経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等はあり

ません。

(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更はありませ

ん。

　また、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

２ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリス

クの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　(1) 経営成績等の状況の概要

当中間会計期間における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）

の状況の概要は次のとおりであります。

① 財政状態及び経営成績の状況

(a)経営成績の状況

当中間会計期間における我が国の経済は、コロナ禍からの経済活動の正常化が徐々に進み、緩やかに回復の動き

が続きました。ただし、世界的な金融引き締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスク

となっています。また、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があります。当社の事業基盤

である北海道経済は、一部に弱さが残るものの、全体としては持ち直しの動きがみられます。

このような経済状況のもと、当社は、「北海道から、化学で暮らしを支え続ける」という経営理念に基づき、安

全・安定操業を目指し、重点課題である「環境・安全・保安・品質・ガバナンス・コンプライアンス」に注力して

事業活動を行ってまいりました。

当中間会計期間は、販売面においては、原燃材料価格の上昇分の一部をお客様にご負担をお願いしたこと、併せ

て、主要なお客様である、紙パルプメーカー向けの販売が比較的堅調だったことにより、増加しました。土壌硬化

剤(珪酸ソーダ)の販売は新幹線工事及びその他の工事物件向けの出荷が好調だったため、増加しました。一方、甜

菜糖向けの販売は生産期間の短縮により減少しました。水処理薬品関係の販売は、新型コロナウイルス対策の終了

等の影響及び天候が比較的安定していたことにより、水処理薬品の需要が抑えられ、低調となりました。

コスト面では、本年４月から実施された電力料金の大幅な値上げや原燃材料の高騰の影響を大きく受けました。

以上の結果、当中間会計期間の売上高は3,867百万円(前期比14.4％増)、営業利益は179百万円(前期比6.1％増)と

なりました。

なお、セグメントの業績については、単一セグメント（化学品事業）であるため、記載を省略しております。
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(b)財政状態の状況

当中間会計期間末における財政状態は、資産は9,415百万円（前事業年度末比1,231百万円減）、負債は2,179百万

円（前事業年度末比315百万円減）、純資産は7,236百万円（前事業年度末比916百万円減）となりました。

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べて1,085百万円減少し5,413百万円となりました。減少の主な要因は、預け金の減

少1,000百万円、売掛金の減少 644百万円、現金及び預金の増加327百万円、製品の増加176百万円等であります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて146百万円減少し4,001百万円となりました。減少の主な要因は、有形固定資産

の減少161百万円等であります。

(負債)

　流動負債は、前事業年度末に比べて328百万円減少し1,695百万円となりました。減少の主な要因は、買掛金の減少

329百万円及び預り金の増加128百万円等であります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて13百万円増加し483百万円となりました。増加の主な要因は、退職給付引当金

の増加12百万円等であります。

(純資産)

　純資産合計は、前事業年度末に比べて916百万円減少し7,236百万円となりました。減少の主な要因は、自己株式の

増加901百万円等であります。

② キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ327百万円（51.5

％）増加の963百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは625百万円の収入（前中間会計期間は600百万円の収入）となりました。

これは税引前中間純利益173百万円、減価償却費286百万円、売上債権の減少額644百万円、仕入債務の減少額329

百万円及び棚卸資産の増加額250百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは750百万円の収入（前中間会計期間は339百万円の支出）となりました。

これは預け金の払い戻しによる収入2,200百万円、預け金の預け入れによる支出1,200百万円、及び固定資産の取

得による支出228百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは1,048百万円の支出（前中間会計期間は146百万円の支出)となりました。

これは自己株式の取得による支出901百万円及び配当金の支払額146百万円によるものであります。
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③ 生産、受注及び販売の実績

(a) 生産実績

当中間会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

化学品事業 3,197,722 +15.4

(注) 金額は、販売価格によっております。

(b) 受注実績

当社は、主として需要と現有設備を勘案した見込生産のため、記載を省略しております。

(c) 販売実績

当中間会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

化学品事業 3,867,590 +14.4

(注) 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次の通りであります。

相手先

前中間会計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

当中間会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

ＡＧＣ株式会社 1,008,092 29.8 1,230,786 31.8

ソーダニッカ株式会社 936,900 27.7 1,112,391 28.8

十全株式会社 387,240 11.5 364,185 9.4

道都化学産業株式会社 364,717 10.8 412,918 10.7

　(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　 経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。なお、

　 文中の将来に関する事項は、当中間会計期間末において判断したものであります。

① 重要な会計方針及び見積り

当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この中間財務諸表の作成にあたり、財政状態及び経営成績に影響を与える会計上の見積りを行う必要がありま

す。当社はこの見積りを行うにあたり、過去の実績等を勘案して合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確

実性があるため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

また、この中間財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、具体的には、「第５「経理の状

況」２「中間財務諸表等」(1)中間財務諸表 注記事項 重要な会計方針」に記載しております。
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② 当中間会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　(a) 経営成績

　（売上高）

当中間会計期間の売上高は、前中間会計期間に比べて486百万円（14.4％）増加し、3,867百万円となりまし

た。増加の主な要因は製品販売価格の上昇によるものであります。

　（売上原価、売上総利益）

当中間会計期間の売上原価は、前中間会計期間に比べて442百万円（17.1％）増加し、3,025百万円となりまし

た。増加の主な要因は電力料及び商品仕入価格の上昇によるものであります。その結果、売上総利益は、前中間

会計期間に比べ43百万円（5.5％）増加し、842百万円となりました。

　（販売費及び一般管理費、営業利益）

当中間会計期間の販売費及び一般管理費は、前中間会計期間に比べて33百万円（5.3％）増加し、663百万円と

なりました。増加の主な要因は一般管理費の増加によるものであります。その結果、営業利益は、前中間会計期

間に比べ10百万円（6.1％）増加し、179百万円となりました。

　（営業外損益、経常利益）

当中間会計期間の営業外損益は、前中間会計期間の+18百万円（純額）から+17百万円（純額）となり、０百万

円の減益となりました。その結果、経常利益は、前中間会計期間に比べ９百万円（5.0％）増加し、196百万円と

なりました。

　（特別損益、中間純利益）

当中間会計期間の特別損益は、固定資産除却損の計上に伴い△23百万円となり、前中間会計期間に比べ14百万

円の減益となりました。その結果、中間純利益は、前中間会計期間に比べ４百万円（4.1％）増加し、121百万円

となりました。

　(b) 財政状態

財政状態の状況の分析については、「第２ 事業の状況 ３経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要 ① 財政状態及び経営成績の状況 (b)財政状態の状

況）」をご参照ください。

③ キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２ 事業の状況 ３経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要 ② キャッシュ・フローの状況」をご参照くだ

さい。

④ 資本の財源及び資金の流動性

当社の資金需要は、主に運転資金需要と設備資金需要があります。運転資金需要は、製造原価、販売費及び一

般管理費等の営業費用であります。設備資金需要は、設備投資によるものであります。

現在、いずれの資金需要につきましても、自己資金を基本としており、必要に応じて金融機関からの借入金を

実施しております。

⑤ 経営成績に重要な影響を与える要因

経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２ 事業の状況 ２ 事業等のリスク」をご参照くださ

い。

⑥ 経営者の問題意識と今後の方針について

経営者の問題意識と今後の方針につきましては、「第２ 事業の状況 １ 経営方針、経営環境及び対処すべ

き課題等」に記載のとおりでありますが、今後収益を拡大するためには、既存製品の新たな用途の開発、新規事

業の展開が必要であると認識しております。

そのために、優秀な人材の確保や教育の強化を図り、これらの課題に対して最善を尽くすよう努め、企業価値

の更なる向上を目指して取り組んでまいります。
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４ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５ 【研究開発活動】

当社の研究開発活動は、既存製品の高付加価値化並びに新規製品・商品の開発を目標に掲げて取り組んでおりま

す。

当中間会計期間末現在の研究職員は７名で、当中間会計期間の研究開発費は35百万円であり、主な研究開発テーマ

及び推進状況は次のとおりであります。

(化学品事業)

キトサン関連では、キトサン農畜産資材の開発を重点的に行っております。これらはキトサンの持つ抗菌活性や保

湿性を利用したもので栽培農産物の病害菌の繁殖抑制資材や家畜用衛生用品として製品化を検討しております。

また将来的なキトサンの高機能ファイン製品の開発に向けて他社及び道内の大学と共同研究を行っております。

リサイクル事業関連では、上市した水質ろ過材の顧客の技術的サポートを行うとともに先端技術を応用した新規機

能性製品や公衆衛生に資する製品の開発、技術的サポートを行っております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期間にお

いて、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,490,387

計 40,490,387

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2023年９月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,490,387 24,490,387 ―
当社は単元株制度は採用
しておりません。

計 24,490,387 24,490,387 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年１月１日～
2023年６月30日

─ 24,490,387 ─ 1,224,519 ─ 138,579
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(5) 【大株主の状況】

2023年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

ＡＧＣ株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目５番１号 12,504 61.3

王子グリーンリソース株式会社 東京都中央区銀座４丁目７番５号 2,396 11.7

日本軽金属株式会社 東京都港区新橋１丁目１番13号 1,511 7.4

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西３丁目７番地 1,180 5.7

ソーダニッカ株式会社 東京都中央区日本橋３丁目６番２号 414 2.0

日本製鋼所Ｍ＆Ｅ株式会社 北海道室蘭市茶津町４番地 400 1.9

北海道 北海道札幌市中央区北３条西６丁目 300 1.4

日本製鉄株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 240 1.1

ノースパシフィック株式会社 札幌市中央区南８条西８丁目523番地 200 0.9

登別市 登別市中央町６丁目11 100 0.4

計 ― 19,246 94.3

　(注) 前事業年度末現在主要株主であった日本製紙株式会社、双日株式会社は、当中間期末では主要株主ではなくな

　 り、ノースパシフィック株式会社、登別市が新たに主要株主となりました。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式4,099,897
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,390,490 ―
20,390,490

発行済株式総数 24,490,387 ― ―

総株主の議決権 ― 20,390,490 ―

② 【自己株式等】

2023年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
北海道曹達株式会社

北海道苫小牧市字沼ノ端
134番地122

4,099,897 ― 4,099,897 16.7

計 ― 4,099,897 ― 4,099,897 16.7

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１ 中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)に

基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2023年１月１日から2023年６月30日ま

で)の中間財務諸表について有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けております。

３ 中間連結財務諸表について

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものと

して、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　 資産基準 1.29％

　 売上高基準 0.72％

　 利益基準 2.69％

　 利益剰余金基準 0.48％

　 ＊会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当中間会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 635,554 963,167

売掛金 2,447,612 1,802,840

棚卸資産 1,133,771 1,384,202

預け金 2,200,000 1,200,000

その他 82,169 ※2 63,384

流動資産合計 6,499,108 5,413,595

固定資産

有形固定資産

建物 2,900,128 2,904,993

減価償却累計額 △2,288,392 △2,305,439

建物（純額） 611,735 599,554

構築物 3,039,770 3,047,367

減価償却累計額 △2,715,006 △2,730,291

構築物（純額） 324,763 317,076

機械及び装置 ※1 13,812,118 ※1 13,857,165

減価償却累計額 △12,171,726 △12,372,320

機械及び装置（純額） 1,640,392 1,484,844

土地 1,243,302 1,243,302

建設仮勘定 25,235 41,481

その他 269,873 276,347

減価償却累計額 △199,949 △208,582

その他（純額） 69,923 67,765

有形固定資産合計 3,915,352 3,754,024

無形固定資産 3,414 3,079

投資その他の資産

投資有価証券 100,014 115,542

繰延税金資産 124,551 124,238

その他 4,926 4,926

投資その他の資産合計 229,492 244,707

固定資産合計 4,148,259 4,001,812

資産合計 10,647,368 9,415,408
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当中間会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,408,982 1,079,217

未払法人税等 50,765 67,705

未払費用 10,029 62,243

設備関係未払金 224,502 124,100

その他 ※2 329,670 361,960

流動負債合計 2,023,950 1,695,227

固定負債

退職給付引当金 345,492 357,878

役員退職慰労引当金 23,528 24,184

環境対策引当金 2,881 2,881

長期預り保証金 81,155 81,309

長期未払金 5,687 5,687

資産除去債務 12,000 12,000

固定負債合計 470,744 483,940

負債合計 2,494,694 2,179,168

純資産の部

株主資本

資本金 1,224,519 1,224,519

資本剰余金

資本準備金 138,579 138,579

資本剰余金合計 138,579 138,579

利益剰余金

利益準備金 255,400 255,400

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 36,931 36,033

別途積立金 4,250,000 4,250,000

繰越利益剰余金 2,210,224 2,185,466

利益剰余金合計 6,752,556 6,726,900

自己株式 ― △901,977

株主資本合計 8,115,655 7,188,021

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 37,018 48,218

評価・換算差額等合計 37,018 48,218

純資産合計 8,152,673 7,236,240

負債純資産合計 10,647,368 9,415,408
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② 【中間損益計算書】

(単位：千円)
前中間会計期間

(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当中間会計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

売上高 3,380,838 3,867,590

売上原価 ※1 2,582,352 ※1 3,025,133

売上総利益 798,485 842,456

販売費及び一般管理費 ※1 629,607 ※1 663,262

営業利益 168,878 179,194

営業外収益

受取利息 1,115 1,129

受取賃貸料 8,643 8,734

その他 9,723 8,825

営業外収益合計 19,482 18,689

営業外費用

支払利息 168 153

その他 604 745

営業外費用合計 772 899

経常利益 187,588 196,984

特別損失

固定資産除却損 8,514 23,186

特別損失合計 8,514 23,186

税引前中間純利益 179,074 173,798

法人税、住民税及び事業税 64,000 56,000

法人税等調整額 △1,429 △3,487

法人税等合計 62,570 52,512

中間純利益 116,503 121,285
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,224,519 138,579 255,400 40,208 4,100,000 2,260,019

当中間期変動額

剰余金の配当 △146,942

中間純利益 116,503

固定資産圧縮積立金の

取崩
△1,048 1,048

別途積立金の積立 150,000 △150,000

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純

額）

当中間期変動額合計 ― ― ― △1,048 150,000 △179,390

当中間期末残高 1,224,519 138,579 255,400 39,159 4,250,000 2,080,629

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券

評価差額金利益剰余金合計

当期首残高 6,655,627 8,018,726 42,275 8,061,002

当中間期変動額

剰余金の配当 △146,942 △146,942 △146,942

中間純利益 116,503 116,503 116,503

固定資産圧縮積立金の

取崩
― ― ―

別途積立金の積立 ― ― ―

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純

額）

△13,959 △13,959

当中間期変動額合計 △30,439 △30,439 △13,959 △44,398

当中間期末残高 6,625,188 7,988,287 28,315 8,016,603
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当中間会計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,224,519 138,579 255,400 36,931 4,250,000 2,210,224

当中間期変動額

剰余金の配当 △146,942

中間純利益 121,285

自己株式の取得

固定資産圧縮積立金の

取崩
△898 898

別途積立金の積立

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純

額）

当中間期変動額合計 ― ― ― △898 ― △24,757

当中間期末残高 1,224,519 138,579 255,400 36,033 4,250,000 2,185,466

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金利益剰余金合計

当期首残高 6,752,556 ― 8,115,655 37,018 8,152,673

当中間期変動額

剰余金の配当 △146,942 △146,942 △146,942

中間純利益 121,285 121,285 121,285

自己株式の取得 △901,977 △901,977 △901,977

固定資産圧縮積立金の

取崩
― ― ―

別途積立金の積立

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純

額）

11,200 11,200

当中間期変動額合計 △25,656 △901,977 △927,634 11,200 △916,433

当中間期末残高 6,726,900 △901,977 7,188,021 48,218 7,236,240
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前中間会計期間

(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当中間会計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 179,074 173,798

減価償却費 281,143 286,976

賞与引当金の増減額（△は減少） △43,000 △47,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,381 12,385

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,080 656

受取利息及び受取配当金 △3,438 △4,289

支払利息 168 153

固定資産除却損 8,514 23,186

売上債権の増減額（△は増加） 669,900 644,772

棚卸資産の増減額（△は増加） △330,831 △250,430

仕入債務の増減額（△は減少） △44,732 △329,765

未払消費税等の増減額（△は減少） △82,752 △3,168

その他 11,791 154,329

小計 649,138 661,605

利息及び配当金の受取額 3,438 4,289

利息の支払額 △92 △77

法人税等の支払額 △51,534 △39,992

営業活動によるキャッシュ・フロー 600,950 625,824

投資活動によるキャッシュ・フロー

預け金の預け入れによる支出 △2,200,000 △1,200,000

預け金の払い戻しによる収入 2,200,000 2,200,000

固定資産の取得による支出 △331,422 △228,508

投資有価証券の取得による支出 △297 △527

その他 △7,859 △20,395

投資活動によるキャッシュ・フロー △339,579 750,568

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 ― △901,977

配当金の支払額 △146,821 △146,802

財務活動によるキャッシュ・フロー △146,821 △1,048,780

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 114,548 327,613

現金及び現金同等物の期首残高 704,729 635,554

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 819,278 ※1 963,167

　



北海道曹達株式会社

21

【注記事項】

(重要な会計方針)

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 棚卸資産

総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっておりま

す。

(2) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法によっております。

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法によっております。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。)

市場価格のない株式等

総平均法による原価法によっております。

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械及び装置 ５年～17年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る中間期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支払額を計上しております。

(4) 環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によるポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)廃

棄物の処理支出に備えるため、処理見積額を計上しております。

４. 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。

製品及び商品の販売

化学品事業においては、主に液体苛性ソーダ等の基礎化学製品の製造及び販売を行っております。このような製

品及び商品の販売については、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しております。
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５. 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(中間貸借対照表関係)

※1 圧縮記帳額

国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から直接控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。

前事業年度

（2022年12月31日）

当中間会計期間

（2023年６月30日）

機械及び装置 297,761千円 297,761千円

※2 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産の「その他」又は流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

　

(中間損益計算書関係)

※1 減価償却実施額

前中間会計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

当中間会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

有形固定資産 279,323千円 286,642千円

無形固定資産 1,820千円 334千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

Ⅰ. 前中間会計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 24,490,387 ─ ─ 24,490,387

(注) 当中間会計期間末までに取得及び保有している自己株式はありません。

　

２. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年３月24日
定時株主総会

普通株式 146,942 6.00 2021年12月31日 2022年３月25日

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

Ⅱ. 当中間会計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 24,490,387 ─ ─ 24,490,387

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) ― 4,099,897 ─ 4,099,897

（変動事由の概要）

　2023年３月23日の株主総会決議による自己株式の取得 4,099,897株

３. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年３月23日
定時株主総会

普通株式 146,942 6.00 2022年12月31日 2023年3月24日

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※1 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

前中間会計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

当中間会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

現金及び預金 819,278千円 963,167千円

現金及び現金同等物 819,278千円 963,167千円
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(金融商品関係)

１．金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度(2022年12月31日)

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券
　その他有価証券

89,894 89,894 -

資産計 89,894 89,894 -

（注1）「現金及び預金」、「売掛金」、「預け金」、「買掛金」、「未払金」、「設備関係未払金」については、短

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注2）市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下

のとおりであります。

（単位：千円）

区分 前事業年度

投資有価証券（非上場株式） 10,120

関係会社株式 1,500

当中間会計期間(2023年６月30日)

(単位：千円)

中間貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券

105,422 105,422 -

資産計 105,422 105,422 -

（注1）「現金及び預金」、「売掛金」、「預け金」、「買掛金」、「未払金」、「設備関係未払金」については、短

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注2）市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の中間貸借対照表計上額は

以下のとおりであります。

（単位：千円）

区分 当中間会計期間

投資有価証券（非上場株式） 10,120

関係会社株式 1,500
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２．金融商品の時価のレベルごとの内容等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算出した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価で中間貸借対照表(貸借対照表)に計上している金融商品

前事業年度(2022年12月31日)

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

89,894 - - 89,894

資産計 89,894 - - 89,894

当中間会計期間(2023年６月30日)

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

105,422 - - 105,422

資産計 105,422 - - 105,422

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル

１の時価に分類しております。

(2)時価で中間貸借対照表(貸借対照表)に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度(2022年12月31日)

該当事項はありません。

当中間会計期間(2023年６月30日)

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

１．子会社株式及び関連会社株式

　前事業年度(2022年12月31日)

　 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

（単位：千円）

区分 前事業年度

子会社株式 1,500

　当中間会計期間(2023年６月30日)

　 市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額

（単位：千円）

区分 当中間会計期間

子会社株式 1,500

２．その他有価証券

前事業年度(2022年12月31日)

区分 種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 89,112 37,137 51,975

小計 89,112 37,137 51,975

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 781 934 △153

小計 781 934 △153

合計 89,894 38,071 51,822

(注) 非上場株式（貸借対照表計上額10,120千円）については、市場価格のない株式等のため、上表の「その他有価

証券」には含めておりません。

当中間会計期間(2023年６月30日)

区分 種類
中間貸借対照表
計上額(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 104,503 37,664 66,839

小計 104,503 37,664 66,839

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 919 934 △15

小計 919 934 △15

合計 105,422 38,598 66,824

(注) 非上場株式（中間貸借対照表計上額 10,120千円）については、市場価格のない株式等のため、上表の「その他

有価証券」には含めておりません。

３．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合はすべて減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務の総額の増減

前事業年度
(自 2022年１月１日
至 2022年12月31日)

当中間会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

期首残高 12,000千円 12,000千円

時の経過による調整額 -千円 -千円

中間期末（期末）残高 12,000千円 12,000千円

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は化学品事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおり

であります。

(単位：千円)
前中間会計期間

（自 2022年１月１日
　 至 2022年６月30日）

当中間会計期間
（自 2023年１月１日

　 至 2023年６月30日）

製品販売 2,647,115 2,739,970

商品販売 641,446 1,038,863

受託作業及び太陽光発電 92,276 88,756

合計 3,380,838 3,867,590

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針）４ 収益及び費用の計

上基準」に記載の通りであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会計

期間末において存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に

関する情報

(1）契約資産及び契約負債の残高等

契約資産及び契約負債の残高はありません。

(2）残存履行義務に配分した取引価格

当社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約

がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引

価格に含まれていない重要な金額はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、化学品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連情報】

Ⅰ. 前中間会計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高(千円) 関連するセグメント名

ＡＧＣ株式会社 1,008,092 化学品事業

ソーダニッカ株式会社 936,900 化学品事業

十全株式会社 387,240 化学品事業

道都化学産業株式会社 364,717 化学品事業

Ⅱ. 当中間会計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高(千円) 関連するセグメント名

ＡＧＣ株式会社 1,230,786 化学品事業

ソーダニッカ株式会社 1,112,391 化学品事業

道都化学産業株式会社 412,918 化学品事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額並びに１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(2022年12月31日)
当中間会計期間
(2023年６月30日)

(1) １株当たり純資産額 332円89銭 354円88銭

項目
前中間会計期間

(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

当中間会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

(2) １株当たり中間純利益 4円75銭 4円97銭

(算定上の基礎)

中間純利益(千円) 116,503 121,285

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る中間純利益(千円) 116,503 121,285

普通株式の期中平均株式数(株) 24,490,387 24,399,782

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

（自己株式の消却）

　当社は、2023年７月18日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却するこ

とを決議しました。

１．消却する株式の種類

当社普通株式

２．消却する株式の総数

4,099,897株（消却前の発行済株式総数に対する割合16.7％）

３．消却後の発行済株式総数

20,390,490株

４．消却予定日

2023年９月30日

(２) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度 第78期(自 2022年１月１日 至 2022年12月31日)2023年３月24日北海道財務局長に提出。

(2) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

2023年７月27日 北海道財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

2023年９月20日

北海道曹達株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

　札幌事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 新 村 久

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 川 勤

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる北海道曹達株式会社の2023年１月１日から2023年12月31日までの第79期事業年度の中間会計期間（2023年１月１日

から2023年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、北海道曹達株式会社の2023年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（2023年１月１

日から2023年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査

の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断

される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

　応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査

　の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続

　の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づ

　いて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

　価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

　に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

　注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

　づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

　か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸

　表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

　中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日まで

　に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

　がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

　しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表

　が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。

　


